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 サービス受給者証について
障がい児について、例えば児童発達支援センター等を利用して、通所・入所により療育
や必要な保護を受けるためには、利用したい施設や事業所と契約を結ぶ前提として、そ
の利用の資格決定を証するための「受給者証」の交付を受けることが必要です。
福岡市の場合、交付決定までの主な流れは以下のとおりです。

（１）就学前児童（児童発達支援・居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援利用）

（２）就学児童（放課後等デイサービス・居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援利用)

・原則として身体・知的障がいの人については福祉・介護保険課、精神・発達障がい
の人については健康課が窓口となります。

（３）就学前児童及び就学児童（Ｐ40の在宅サービス利用）
　　　Ｐ34(障がい福祉サービス利用までの流れ)参照

（４）就学前児童及び就学児童（障がい児入所支援利用）
　　　こども総合相談センター（P３）に相談ください。
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 受給者証で利用できる福祉サービス
 ○障がい児通所支援【児童福祉法】
（1）児童発達支援センター等（Ｐ119）

小学校入学前の障がい児が、家庭から通い、生活指導や集団生活への適応訓練などを
通じて、独立生活に必要な知識を学ぶところです。

（2）居宅訪問型児童発達支援（Ｐ120）
重症心身障がい児などの重度の障がい児であって、児童発達支援等の障がい児通所支
援を受けるために外出することが著しく困難な障がい児に対して、居宅を訪問し、日
常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を行います。

（3）保育所等訪問支援（Ｐ120）
保育所や小学校等、児童が集団生活を営む施設に通う障がい児、今後利用予定の障が
い児に対して、障がい児支援の経験を有する支援員が訪問により、保育所等における
集団生活の適応のための専門的な支援を提供し、保育所等の安定した利用を促進しま
す。実施に当たっては、事前に保育所等の了解が必要です。

（4）放課後等デイサービス（Ｐ121～P127）
小学生～18歳の就学している障がい児が、授業の終了後または学校の休業日に通い、
生活能力向上のために必要な訓練を行うところです。

 ○障がい児入所支援（Ｐ119）【児童福祉法】
障がい児を家庭では養育できないときに、障がい児入所施設において、必要な支援を行い
ます。

 ○在宅サービス【障害者総合支援法】
（1）居宅介護（Ｐ51）

（2）短期入所（Ｐ52）

（3）日中一時支援（日中預かり）（Ｐ52）

（4）重度障がい者入院時コミュニケーション支援（Ｐ52）

（5）移動支援（Ｐ56）

（6）同行援護（Ｐ56）

（7）行動援護（Ｐ56）

※障がい児支援利用計画（サービス等利用計画）とは
児童福祉法に基づき、市町村が指定する指定障害児相談支援事業所が、障がい児の通所
サービス利用について作成するものです。平成26年度以降、障がい児通所サービスを支
給決定する際には、この利用計画の策定が必須となりました。
在宅サービスを利用する場合に、障害者総合支援法に基づき指定特定相談
支援事業所が策定する「サービス等利用計画」と同趣旨です。
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 サービス受給者証について
障がい児について、例えば児童発達支援センター等を利用して、通所・入所により療育
や必要な保護を受けるためには、利用したい施設や事業所と契約を結ぶ前提として、そ
の利用の資格決定を証するための「受給者証」の交付を受けることが必要です。
福岡市の場合、交付決定までの主な流れは以下のとおりです。

（１）就学前児童（児童発達支援・居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援利用）

（２）就学児童（放課後等デイサービス・居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援利用)

・原則として身体・知的障がいの人については福祉・介護保険課、精神・発達障がい
の人については健康課が窓口となります。

（３）就学前児童及び就学児童（Ｐ40の在宅サービス利用）
　　　Ｐ34(障がい福祉サービス利用までの流れ)参照

（４）就学前児童及び就学児童（障がい児入所支援利用）
　　　こども総合相談センター（P３）に相談ください。
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７ 障がい児の主な福祉制度・サービス
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 児童発達支援等（受給者証のサービス）の利用者負担について
（1）負担上限月額
障がい児が利用するサービスの利用者負担について、就学前児童は無償、学齢期の障がい
児は毎月の負担上限月額を、一律3,000円とします。
●障がい児通所支援・障がい児入所施設に係る利用者負担上限月額

※市民税非課税世帯・生活保護世帯の人は年齢にかかわらず無償となります。
※対象サービスは以下のとおりです。
　障がい児通所支援……児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援、放課後等デイサービス、
　　　　　　　　　　　保育所等訪問支援
　障がい児入所施設……福祉型障がい児入所施設、医療型障がい児入所施設

（2）高額障がい福祉サービス費（Ｐ37）
その月に支払った利用者負担額の世帯合計が、基準額（Ｐ37）を超えた場合に、その超えた額
について、払い戻しが受けられる制度です（申請月の過去最長５年分まで）。ただし、世帯で合
算できる費用の範囲は、障がい福祉サービスや補装具、介護保険、一部の地域生活支援事業
など、一定の事業が定められています。

楽水園

区　　　分

就学前児童（小学校入学前まで）

学齢期の障がい児（小学校入学後から17歳まで）

上限月額

0円

3,000円

７ 障がい児の主な福祉制度・サービス
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 その他の主なサービスについて（詳細は各事業の掲載ページをご参照ください） 
（1）医療等
●自立支援医療（育成医療）（Ｐ15）
身体に障がいがある18歳未満の児童で、障がいを軽減・除去する手術や治療を指定自
立支援医療機関で受ける場合に、費用の１割を自己負担とします。
（所得等に応じた上限額があります。）

●重度障がい者医療費助成制度（Ｐ14）
健康保険の診療対象となる医療費の自己負担相当額を全額助成します。
ただし、精神障がいのある人（18歳に達する年度末までを除く）は、精神病床への入院にか
かる医療費は助成の対象となりません。対象者は、市内にお住まいで、健康保険に加入し
ており、重度（身体障害者手帳１・２級など）の障がいがある人。（所得要件があります）

（2）難病
●小児慢性特定疾病医療費助成事業（難病の子どもに対する医療費助成）（Ｐ19）
指定医療機関を通じて、医療の助成をうけることができます。世帯の所得に応じた自己
負担があります。
対象者は、18歳未満で特定の疾患に罹患している児童。
なお、疾病の状態が本事業の対象となる可能性に関しては主治医にご相談ください。
※18歳到達時点において本事業の対象となっている場合、20歳未満まで延長すること
ができます。

（3）手当関係
●特別児童扶養手当（Ｐ26）
精神又は身体に障がいがある児童を監護・養育している人に対し、手当を支給します。
20歳未満で、法令で定める程度以上の障がいがある児童を監護する父母、又は父母に
代わって児童を養育している人。
ただし、児童が施設に入所している場合、障がいを支給事由とする公的年金を受給して
いる場合、本人・扶養義務者などの所得が限度額以上の場合は支給されません。

●障がい児福祉手当（Ｐ25）
日常生活に常時の介護を要する20歳未満の重度障がい児に支給。
法令に定められた基準以上の重度の障がいを有する20歳未満の人。
ただし、児童が施設に入所している場合、他の公的年金を受給している場合、
本人・扶養義務者などの所得が限度額以上の場合などは支給されません。
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 児童発達支援等（受給者証のサービス）の利用者負担について
（1）負担上限月額
障がい児が利用するサービスの利用者負担について、就学前児童は無償、学齢期の障がい
児は毎月の負担上限月額を、一律3,000円とします。
●障がい児通所支援・障がい児入所施設に係る利用者負担上限月額

※市民税非課税世帯・生活保護世帯の人は年齢にかかわらず無償となります。
※対象サービスは以下のとおりです。
　障がい児通所支援……児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援、放課後等デイサービス、
　　　　　　　　　　　保育所等訪問支援
　障がい児入所施設……福祉型障がい児入所施設、医療型障がい児入所施設

（2）高額障がい福祉サービス費（Ｐ37）
その月に支払った利用者負担額の世帯合計が、基準額（Ｐ37）を超えた場合に、その超えた額
について、払い戻しが受けられる制度です（申請月の過去最長５年分まで）。ただし、世帯で合
算できる費用の範囲は、障がい福祉サービスや補装具、介護保険、一部の地域生活支援事業
など、一定の事業が定められています。
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７ 障がい児の主な福祉制度・サービス
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身 知 児精 難 その他の主なサービス（詳細は各事業の掲載ページをご参照ください） 
 ●福岡市重度心身障がい者福祉手当（Ｐ26）
身体障害者手帳の１級又は療育手帳のＡ１・Ａ２を所持する人など重度の心身障がい児
の福祉増進のために、市独自で実施している手当です。
 ・障がいのほか、市内居住や施設入所などの要件があります。

（4）生活用具関係
 ●補装具（Ｐ45）
身体上の障がいを補うための補装具の購入・借受け・修理にかかる費用の支給を行いま
す。原則として費用の１割が自己負担となりますが、所得等に応じた自己負担の上限が
あります。

 ●日常生活用具（Ｐ46）
障がい児の日常生活の利便を図るために、日常生活用具の給付をしています。原則とし
て費用の１割が自己負担となりますが、所得等に応じた自己負担の上限があります。

 ●緊急通報システム（Ｐ50）
重度身体障がい児に、急病などの緊急事態の発生時にボタン一つで受信センターに通報
することが可能な緊急通報装置を貸与又は給付します。世帯の市民税額に応じた自己負
担があります。

 ●点字図書給付（Ｐ50）
市内に居住する身体障害者手帳の交付を受けた在宅の視覚障がい児（原則として学齢児
以上）で、主に点字によって情報を入手している人に、点字本と墨字本（原本）の価格
差を助成します。

（5）保育
 ●特別支援保育事業（さぽーと保育）
福岡市では、保育所等に在籍している特別な支援を必要とする児童（発達の遅れ、心身
の障がい、医療的ケア等）を対象として、全保育所等で特別支援保育（さぽーと保育）
を実施しています。
保育所等での支援の必要性や支援区分について、学識経験者や医師、こども総合相談セ
ンター、あいあいセンター、西部療育センター、東部療育センター等の専門職員で構成
される「特別支援保育協議会」での意見を参考に、福岡市が決定します。
支援の対象となった場合、利用される保育所等に、加配保育士等の雇用費を助成し、保
育の充実を図ります。また、専門機関と連携しながら、お子さんに応じた配慮や個別支
援を行い、お子さんの発達を援助していきます。

入所手続きの際は、希望される保育所等をお子さんと一緒に訪問していただき、
「利用申し込み状況確認票」を記入し、同時に「さぽーと保育利用申請書（様式
第1号）」と「福岡市さぽーと保育調査票（別添第１号）」を保育所等または各
区子育て支援課へ提出してください。

７ 障がい児の主な福祉制度・サービス
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（6）交通等
●福祉乗車券・福祉乗車証の交付（Ｐ61）
重度障がい児に対して、交通機関の乗車券を交付し、乗車料金の一部を助成します
(所得要件あり)。

●福祉タクシー料金助成（Ｐ61）
在宅の重度心身障がい児がタクシーを利用する際、そのタクシー代の料金の一部を助
成します。交付枚数は、申請月によって異なります（所得要件あり)。

（7）住宅
●障がい者等住宅改造助成（Ｐ80）
住宅を障がい児向けに使いやすく改造する際、工事費を助成します。助成額は、世帯
の所得や障がい状況によって異なります。また、助成対象となる工事は、障がい状況
によって異なります。
※住宅改造助成を受けるには、事前協議が必要です。工事着工前に、必ずお住まいの
区の福祉・介護保険課に申請してください（所得制限あり）。

（8）その他独自事業
●特別支援学校放課後等支援事業（Ｐ54）
特別支援学校に通う児童・生徒へ放課後等の活動の場を提供するとともに、保護者の
就労とレスパイトの時間の確保に資することを目的として、放課後や、土曜・長期休
暇中にお子様をお預かりします。
市内に居住し、市の特別支援学校（博多高等学園及び清水高等学園を除く）に通う児
童・生徒を対象とします。

●医療的ケア児在宅レスパイト事業（Ｐ54）
在宅の医療的ケア児の看護や介護を行う家族の負担軽減を図るため、医療保険の適用
を超える自宅利用や医療保険の適用外となる自宅以外での訪問看護を提供します。
※事前に本市への利用登録が必要です。

※このまとめの記載以外でも、障がい児も対象とした事業もあります（Ｐ１～２の「主な障がい施
策一覧表」のうち、◎または△の付いている事業の、該当ページをご参照ください）。

※詳細につきましては、各事業の担当窓口へお問い合わせください。
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身 知 児精 難 その他の主なサービス（詳細は各事業の掲載ページをご参照ください） 
 ●福岡市重度心身障がい者福祉手当（Ｐ26）
身体障害者手帳の１級又は療育手帳のＡ１・Ａ２を所持する人など重度の心身障がい児
の福祉増進のために、市独自で実施している手当です。
 ・障がいのほか、市内居住や施設入所などの要件があります。

（4）生活用具関係
 ●補装具（Ｐ45）
身体上の障がいを補うための補装具の購入・借受け・修理にかかる費用の支給を行いま
す。原則として費用の１割が自己負担となりますが、所得等に応じた自己負担の上限が
あります。

 ●日常生活用具（Ｐ46）
障がい児の日常生活の利便を図るために、日常生活用具の給付をしています。原則とし
て費用の１割が自己負担となりますが、所得等に応じた自己負担の上限があります。

 ●緊急通報システム（Ｐ50）
重度身体障がい児に、急病などの緊急事態の発生時にボタン一つで受信センターに通報
することが可能な緊急通報装置を貸与又は給付します。世帯の市民税額に応じた自己負
担があります。

 ●点字図書給付（Ｐ50）
市内に居住する身体障害者手帳の交付を受けた在宅の視覚障がい児（原則として学齢児
以上）で、主に点字によって情報を入手している人に、点字本と墨字本（原本）の価格
差を助成します。

（5）保育
 ●特別支援保育事業（さぽーと保育）
福岡市では、保育所等に在籍している特別な支援を必要とする児童（発達の遅れ、心身
の障がい、医療的ケア等）を対象として、全保育所等で特別支援保育（さぽーと保育）
を実施しています。
保育所等での支援の必要性や支援区分について、学識経験者や医師、こども総合相談セ
ンター、あいあいセンター、西部療育センター、東部療育センター等の専門職員で構成
される「特別支援保育協議会」での意見を参考に、福岡市が決定します。
支援の対象となった場合、利用される保育所等に、加配保育士等の雇用費を助成し、保
育の充実を図ります。また、専門機関と連携しながら、お子さんに応じた配慮や個別支
援を行い、お子さんの発達を援助していきます。

入所手続きの際は、希望される保育所等をお子さんと一緒に訪問していただき、
「利用申し込み状況確認票」を記入し、同時に「さぽーと保育利用申請書（様式
第1号）」と「福岡市さぽーと保育調査票（別添第１号）」を保育所等または各
区子育て支援課へ提出してください。

７ 障がい児の主な福祉制度・サービス
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